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　私人に課した義務を行政が代わりに履行する行政代執行は、行政目的を早期に実現するための強

力なツールである一方、様々な要因から機能不全状態にあり、「さびついた伝家の宝刀」と称されて

きた。しかしながら、空家法の下では、それらの要因のいくつかが解消され、その施行から約3年

間で、およそ100件の行政代執行及び略式代執行が実施されている。ただし、費用回収の難しさは、

依然として自治体に行政代執行を躊躇させる要因となっている。

　本稿では、代執行費用がどのように回収されているかをいくつかの事例でみていくとともに、費

用回収をめぐる課題として、請求しうる費用の範囲、財産管理人制度の活用、及び土地所有者によ

る負担を検討する。

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

1　空き家問題で活用される代執行等
（1）代執行＝「さびついた伝家の宝刀」
　自治体は、様々な政策目的を実現するため、
条例を通じて広く住民一般に、あるいは命令
を通じて個別住民に対し、行政上の義務を課
している。もし、義務者が課された義務を履
行せず、さらに一定の条件が満たされる場
合、行政庁は、自ら義務者のなすべき行為を
なし、又は第三者をしてこれをなさしめるこ
とができる（行政代執行法 2 条）。このように、
私人間における自力救済禁止原則の例外とし
て、行政庁が司法手続を経ることなく、自ら
行政上の義務の履行を強制しうる仕組みが設

けられた背景のひとつには、行政目的の早期
実現がある 1。
　しかしながら、行政代執行（以下、「代執行」
という）という強力なツールは、「さびつい
た伝家の宝刀」と称されてきた 2。すなわち、
実際の行政現場では、代執行が使いづらいも
のと考えられ、実施件数が極めて少ないとの
指摘がしばしばなされる 3。代執行制度が機
能不全状態に陥っている要因としては、行政
代執行法 2 条又は個別実定法が定める実体的
要件の解釈及び個別事例への当てはめについ
て行政庁が確信を持てないこと、代執行に伴
う動産の管理に関する明文規定がないこと、

 
1　宇賀克也『行政法概説Ⅰ〔第 6 版〕』（有斐閣、2017 年）221 頁 ｡
2　北村喜宣「学界の常識は現場の非常識？－空家法のもとで活用される代執行」『自治力の挑戦』（公職研、2018 年）52 頁以下・

52 頁。
3　例えば、津田和之「行政代執行手続をめぐる法律問題（一）」自治研究 87 巻 9 号（2011 年）85 頁以下・85 頁。
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はじめに

１９９０年代半ばから、地方分権の大きなうね

りが沸き起こった。１９９３年に衆参両院で地方

分権推進が決議されたことは象徴的な出来事

である。それから既に２５年近くが経過した。

この間、２０００年にはいわゆる地方分権一括法

が施行され、国と地方の関係が根本的に変わっ

たとも言われたし、我が国の地方自治は新し

い時代に入ったかのような空気が流れた。し

かし、一方で、制度面では地方分権が進んだ

ものの、自治体の意識や具体的な意思決定な

どにおいては、旧態依然ではないかという思

いも払拭できない。

そこで、この四半世紀におよぶ地方分権の

動きと、今後の展望を検討しておく。

１ 地方分権の風

戦後の我が国における大きな社会的、政治

的課題の１つが地方自治の確立であった。そ

の典型が地方自治法の制定である。同法施行

から７０年の歳月が流れた。この間、分権を進

める動きと集権化に向かう動きが繰り返され

てきたが、１９９０年代半ばからの分権化の流れ

は、地方自治の歴史で特筆すべき出来事であっ

た。なぜなら、政財界も学界もこぞって地方

分権の推進を唱え、日本中に地方分権の風が

吹いたからである。

（１）地方分権が進められた背景

９０年代に地方分権が推進された背景として、

一般的に通用している見解は、当時の「地方

分権推進委員会」が示した次の５点であろう１。

すなわち、�中央集権型行政システムの制度
疲労、�変動する国際社会への対応、�東京
一極集中の是正、�個性豊かな地域社会の形
成、そして�高齢社会・少子化社会への対応
である。これらの意味については、今さら解

説する必要はないだろう。そして、筆者もこ

地方分権一括法の施行に見られるように、１９９０年代以降、地方分権が推進されてきた。都市自治体

にも、地域の実情に合った政策を形成し、実施することがますます期待されている。地方自治法施行

から７０年という節目に当たり、これまでの地方分権のあゆみとこれからの地方自治について、自治体

の政策形成能力という観点から論じる。

１ 地方分権推進委員会『中間報告－分権型社会の創造－』１９９６年参照。

◆ 巻 頭 論 文 ◆

地方分権のあゆみと
これからの地方自治
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義務者からの費用回収が困難なこと、代執行
を行うためのノウハウが不足していること、
強権発動のイメージを持つ代執行を行うこと
で、マスコミや住民などから批判を受けるこ
とが挙げられる 4。

（2）空家法の下での約100件の代執行等
　そうしたなか、2015 年 5 月に全面施行さ
れた「空家等対策の推進に関する特別措置法」

（以下、「空家法」という）の下では、2017
年度末までに、21 自治体で 23 件の代執行が
行われている。さらに、行政上の義務を課す
べき相手方を市町村長が過失なく確知するこ
とができない場合の代執行、いわゆる略式代
執行は、57 自治体で 75 件もの実績がある 5。

法施行から約 3 年間で、代執行と略式代執行
（以下、総称して「代執行等」という）の実
施件数は、100 件近くにのぼり、今後も増加
していくことが予想される。
　「さびついた伝家の宝刀」といわれる代執
行制度が、空き家問題で積極的に活用されて
いるのはなぜだろうか。先に述べた機能不全
の要因に照らしてみると、空家法が規定する
実体的要件の解釈及び個別事例への当てはめ
という点では、「特定空家等」の判断基準や
特定空家等に対する措置の手続などについ
て、国が示したガイドライン 6 が、自治体の
判断の後ろ盾になっているようである 7。ま
た、空家法が制定される以前にも、大仙市や
大田区、大阪市などで空き家条例あるいは建
築基準法に基づく代執行が行われた実績 8 が
あったほか、空家法施行後、地方整備局や県
が自治体間の情報共有の場を設けることで、
ノウハウの蓄積が進んでいる。さらに、「平
成 25 年住宅・土地統計調査」の結果が大き
く取り上げられ、空き家問題が社会問題化し
たことで、代執行等がマスコミや住民などに
必ずしも批判的には受け止められず、逆に好
意的にも捉えられており、市町村長の理解が
得られていることが、積極的な取組みを後押
ししている 9。

 
4　津田・前掲註（3）論文、宇賀・前掲註（1）書 237 頁、黒川哲志「行政強制・実力行使」磯部力・小早川充郎・芝池義一編『行

政法の新構想Ⅱ』（有斐閣、2008 年）113 頁以下・114-115, 119 頁。
5　国土交通省・総務省「空家等対策の推進に関する特別措置法の施行状況等について（平成 30 年 3 月 31 日時点）」。
6　『「特定空家等に対する措置」に関する適切な実施を図るために必要な指針（ガイドライン）』（以下、「ガイドライン」と引用）
（平成 27 年 5 月 26 日、国土交通省・総務省）。

7　以下、北村・前掲註（2）論文。代執行等を行った自治体へのヒアリング調査でも、「特定空家等」への該当性判断や代執
行等の実施に際して、国及び県が示したガイドラインを積極的に活用したり、それらを参照しつつ独自の基準等を策定し
たりする動きが見受けられた。

8　「老朽危険家屋の行政代執行の実務」北村喜宣編『行政代執行の手法と政策法務』（地域科学研究会、2015 年）47 頁以下、
小畑和也「都市自治体の空き家対策事例」日本都市センター『都市自治体と空き家－課題・対策・展望－』（日本都市センター、
2015 年）171 頁以下を参照。

　　なお、代執行の実施根拠につき、既存の建築基準法ではなく、空き家条例や空家法が選択されることが多い背景には、
不行使の前例がなく、自治体としてその実施に踏み切りやすい点も指摘される（北村・前掲註（2）論文 54 頁）。

9　ヒアリング調査を行った自治体では、長が代執行等の実施を決断したことで、財政所管部署をはじめとする庁内関係部署
の協力をより得やすくなったとの意見が聞かれた。

図 1　代執行等の実施状況 

出典：国土交通省・総務省「空家等対策の推進に関する特
別措置法の施行状況等について（平成 30 年 3 月 31
日時点）」を基に筆者作成。
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（3）依然として残る費用回収の壁
　以上のように、空き家問題については、代
執行制度が機能不全になる要因のいくつかが
解消されていることから、活用が進んでいる
と考えられる 10。しかしながら、代執行等の
実施後、どのようにその費用を回収するか
という課題は、依然として残されたままで
ある 11。日本弁護士連合会が全国自治体に対
して実施したアンケート調査によれば、回答
自治体の約 8 割（574 自治体）が、費用回収
の見込みが低いことを代執行の実施を躊躇さ
せる要因として挙げている 12。費用回収が進
まなければ、私人の財産管理に公金を支出す
ることの是非が問われるほか、「所有者が空
き家の管理を適切に行わなくても、最終的に
は自治体が対応してくれる」というモラルハ
ザードを引き起こすおそれがある 13。そこで
本稿では、特定空家等に対して実施された代
執行等の費用がどのように回収され、また、
行政現場ではいかなる課題があるかをみてい
く 14。

2　代執行に係る費用回収
（1）空家法・行政代執行法の規定
　空家法 14 条 9 項に基づいて、市町村長は、
同条 3 項の命令を受けた者が当該命令に係る

措置を履行しないとき、履行しても十分でな
いとき又は履行しても同項の期限までに完了
する見込みがないとき、「行政代執行法 ･･･
の定めるところに従い、」代執行することが
できる。すなわち、代執行の実体的要件は空
家法が定めているが、戒告等の手続及び費用
の徴収は、行政代執行法 3 ～ 6 条に基づいて
行われる。このうち、費用の徴収に関する規
定は次のとおりである。

第 5 条　代執行に要した費用の徴収につい
ては、実際に要した費用の額及びその納
期日を定め、義務者に対し、文書をもつ
てその納付を命じなければならない。

第 6 条　代執行に要した費用は、国税滞納
処分の例により、これを徴収することが
できる。

2　代執行に要した費用については、行政
庁は、国税及び地方税に次ぐ順位の先取
特権を有する。

3　（略）

　5 条に基づく納付命令によって、義務者が
納付すべき金額及び納付期限が法的に確定す
る 15。行政実務上は、納付命令と併せて、歳
入調定し、義務者に対して納入通知書を送付

 
10　日本と同様に、超高齢・人口減少問題に直面し、空き家対策が急務となっているドイツでは、不良又は欠陥状態の建物に対

する取壊し命令（連邦建設法典 179 条）につき、取壊し費用が行政負担とされていたこと、及び適用しうる地理的範囲が限定
されていたことが、同命令の活用を阻害していたが、2012 年及び 2013 年に法改正がなされている（石川義憲「空き家対策関
係法令とその経緯」日本都市センター『ドイツの空き家問題と都市・住宅政策』（日本都市センター、2018 年）31 頁以下・34 頁）。

11　代執行に伴う動産の管理という問題も残されているが、本稿では費用回収との関係で論ずるにとどめる。宇那木正寛「行
政代執行法における課題－執行対象外動産の管理を中心に」行政法研究 11 号（2015 年）71 頁以下、津田和之「行政代執
行手続をめぐる法律問題（二・完）」自治研究 87 巻 10 号（2011 年）61 頁以下・65-68 頁を参照。

12　「『空家法』施行 1 年後の全国実態調査　集計結果」日本弁護士連合会法律サービス展開本部自治体等連携センター・日
本弁護士連合会 公害対策・環境保全委員会編『深刻化する「空き家」問題－全国実態調査からみた現状と対策－』（明石書店、
2018 年）155 頁以下・190 頁。また、半数以上の回答自治体（373 自治体、53.1%）が、代執行費用が高額となることも躊
躇する要因として挙げている。

13　岩﨑忠「自治体の空き家対策の検証と今後の課題～政策執行過程における「点」と「面」からの対策～」自治総研 459 号（2017
年）59 頁以下・61 頁、鈴木賢一「空き家対策の現状と課題－空家法施行後の状況－」調査と情報 997 号（2018 年）8 頁。

14　危険な空き家に対する強制的な是正措置としては、多くの空き家条例に規定されている、「緊急安全措置」や「応急措置」
などもあるが、その分析及び費用回収と課題については、稿を改めて論じることとする。
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た。なぜなら、政財界も学界もこぞって地方

分権の推進を唱え、日本中に地方分権の風が

吹いたからである。

（１）地方分権が進められた背景

９０年代に地方分権が推進された背景として、

一般的に通用している見解は、当時の「地方

分権推進委員会」が示した次の５点であろう１。

すなわち、�中央集権型行政システムの制度
疲労、�変動する国際社会への対応、�東京
一極集中の是正、�個性豊かな地域社会の形
成、そして�高齢社会・少子化社会への対応
である。これらの意味については、今さら解

説する必要はないだろう。そして、筆者もこ

地方分権一括法の施行に見られるように、１９９０年代以降、地方分権が推進されてきた。都市自治体

にも、地域の実情に合った政策を形成し、実施することがますます期待されている。地方自治法施行

から７０年という節目に当たり、これまでの地方分権のあゆみとこれからの地方自治について、自治体

の政策形成能力という観点から論じる。

１ 地方分権推進委員会『中間報告－分権型社会の創造－』１９９６年参照。
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することとなる（地方自治法 231 条）。納付
期限までに納付がなされないとき、市町村長
は、義務者への督促を経て（231 条の 3 第 1
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15　以下、北村喜宣・須藤陽子・中原茂樹・宇那木正寛『行政代執行の理論と実践』（ぎょうせい、2015 年）260 頁以下〔宇

那木執筆部分〕。
16　下村聖二・海老原佐江子「葛飾区の空き家対策－行政代執行事例を中心に」自治実務セミナー 660 号（2017 年）20 頁以

下を参照。
17　北村ほか・前掲註（15）書 303 頁。
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にも、地域の実情に合った政策を形成し、実施することがますます期待されている。地方自治法施行

から７０年という節目に当たり、これまでの地方分権のあゆみとこれからの地方自治について、自治体
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第 14 条
10　第 3 項の規定により必要な措置を命じ

ようとする場合において、過失がなくて
その措置を命ぜられるべき者を確知する
ことができないとき（過失がなくて第 1
項の助言若しくは指導又は第 2 項の勧告
が行われるべき者を確知することができ
ないため第 3 項に定める手続により命令
を行うことができないときを含む。）は、
市町村長は、その者の負担において、そ
の措置を自ら行い、又はその命じた者若
しくは委任した者に行わせることができ
る。･･･

　代執行に関する空家法 14 条 9 項が、「行政
代執行法 ･･･ の定めるところに従い」と規定
するのに対し、略式代執行に関する同条 10
項には同旨の文言が含まれておらず、手続及
び費用徴収に関する行政代執行法の規定が準
用されていない。他方で、「その者の負担に
おいて」と規定していることから、略式代執
行後に命令の相手方となるべき所有者等が判
明した場合には、当該所有者等にその費用を
負担させることが立法者意思である 20。
　略式代執行を行った自治体は、どのような
手続によって、その費用を所有者等から徴収
するべきだろうか。ガイドラインでは、地方
自治法施行令 171 条の 2 第 3 号に従い、「義
務者が後で判明したときは、その時点で、そ

の者から代執行に要した費用を徴収すること
ができるが、義務者が任意に費用支払をしな
い場合、市町村は民事訴訟を提起し、裁判所
による給付判決を債務名義として民事執行法
に基づく強制執行に訴えることとなる」との
見解が示されている（第 3 章 7．（4））。空家
法及びガイドラインには、債権額を確定する
ための手続に関する規定が欠けているが、立
法者意思及び制度趣旨に鑑みれば、行政代執
行法 5 条を類推適用することが望ましいと考
えられる 21。
　命令の相手方となるべき所有者等が存在し
ない場合にも、市町村長は略式代執行を行う
ことができるが、その費用をどのように回収
しうるかが問題になる。義務者が存在しない
ケースとしては、死亡した所有者等に相続人
がいない、すべての相続人が相続放棄をして
いる、所有していた法人が既に解散等で存在
していないといったことが挙げられる。こう
した場合、例えば、相続財産管理人制度（民
法 952 条）を活用することが考えられる 22。
また、所有者等の有無が不明、あるいは所有
者等はいるが、その所在が不明な場合には、
不在者財産管理人制度（25 条）を活用する
ことができる。

（2）現状
　国土交通省資料や新聞報道によると、略式
代執行に要した費用は、約 18 万円（東近江市）
が最低額、約 3,960 万円（妙高市）23 が最高

 
19　北村喜宣『空き家問題解決のための政策法務－法施行後の現状と対策－』（第一法規、2018 年）196 頁。行政代執行法 1

条の「法律」に条例が含まれないと解される以上、略式代執行制度が規定されたことは、空家法の意義のひとつといえる。
20　自由民主党空き家対策推進議員連盟編著『空家等対策特別措置法の解説』（以下、「議連解説」と引用）（大成出版社、2015 年）

162 頁。
21　北村喜宣「略式代執行の費用徴収－空家法を素材にして」鈴木庸夫先生古稀記念『自治体政策法務の理論と課題別実践』
（第一法規、2017 年）293 頁以下・305 頁。納付命令によって確定した債権は公債権であり、その給付を求める訴えは、「公
法上の法律関係に関する訴訟」（行政事件訴訟法 4 条）に当たる（同 306 頁）。

22　柳井幸「空家対策と相続財産管理人選任申立て」判例自治 412 号（2016 年）10 頁を参照。
23　なお、湯沢市が 2018 年度に実施を予定している、廃業ホテルに対する略式代執行では、代執行に要する費用として、約

1 億 5,600 万円が見込まれている。
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額となっている。
　空家法の下では、命令の相手方となるべき
所有者等の有無、又はその所在が不明な場合
において、略式代執行後に所有者等が判明し
たときは、その者から費用を徴収することと
なる。しかし、市町村長は略式代執行を行う
にあたり、その職務行為において通常要求さ
れる注意義務をもって、命令の相手方の確知
に努めている 24。そのため、略式代執行後に
調査を継続したとしても、費用を負担させる
べき者が判明することは少ないと考えられ、
筆者が仄聞する限りでも、そのようなケース
は見当たらない 25。
　自治体としては、費用回収の可能性をより
高めるために、命令の相手方を継続的に調査
するのみならず、不在者財産管理人制度を活
用することも検討の余地があるだろう 26。実
際に香取市では、附属屋及び屋上塔屋部の撤
去などに要した約 120 万円の略式代執行費用
について、同制度の活用が検討された 27。
　所有者等が存在しない場合、自治体として
は、略式代執行の要件充足性が明らかであ
り、その実施に踏み切りやすい反面、費用を
負担させるべき者がいないという事態に陥
る。2017 年度末までに実施された略式代執
行 75 件のうち、自治体又は国土交通省の資
料や新聞報道等から、措置に至る経緯を筆者

が知り得たものは 32 件ある。その内訳をみ
ると、所有者等の相続人による相続放棄又は
相続人死亡が 17 件、所有者等の相続人不存
在が 7 件、所有していた法人の解散が 8 件で
あった。略式代執行費用が約 3,960 万円にの
ぼった妙高市のケースでも、当該建物を所有
していた法人は既に破産し、法人格が消滅し
ていた。このケースでは、空き家対策総合支
援事業補助金 28 が活用され、費用を国と市
が負担した 29。
　相続放棄あるいは相続人不存在の場合、自
治体が、略式代執行費用に係る債権を理由に、
利害関係人として相続財産管理人の選任を家
庭裁判所に申し立てることができる。例えば、
空家法施行前の 2014 年 12 月に、危険な空き
家に対して、建築基準法 9 条 11 項に基づく
略式代執行を実施した神戸市は、当該建物の
所有者に相続人がおらず、また、被相続人に
一定額の預貯金があったことから、固定資産
税に係る債権と併せて、相続財産管理人の選
任を申し立てた。その後、選任された相続財
産管理人が財産整理を進め、最終的に略式代
執行費用約 260 万円と固定資産税約 16 万円
の全額が市に支払われている 30。
　ただし、不在者財産管理人あるいは相続財
産管理人の選任を申し立てた利害関係者が、
優先的に債務の履行を受けられるわけではな

 
24　具体的には、周辺住民への聞き込みや空家法 9 条に基づく立入調査が考えられるほか、住民票情報、戸籍情報、登記情報、

固定資産税情報等の情報の活用などが少なくとも求められる（ガイドライン第 3 章 7 （1）、議連解説 160 頁）。
25　空家法以外の国土交通省所管法律についても、略式代執行後に義務者が事後的に判明し、費用を請求した実例はないと

いう（北村・前掲註（21）書 302 頁）。
26　北村喜宣「空家法制定後の市町村空き家行政」『分権政策法務の実践』（有斐閣、2018 年）296 頁以下・304 頁。
27　国土交通省・前掲註（18）資料。
28　このほか、自治体による空き家の除却や活用への財政的支援制度としては、空き家再生等推進事業や県による補助事業

が用意されている。しかし、ヒアリング調査のなかでは、実際に補助が決まるまで時間を要することや、事後的に費用を
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建物の存在によって観光業への悪影響が懸念されていたことから、市が費用の一部を負担するとしても、略式代執行を実
施すべきとの判断がなされたという。

30　国土交通省・前掲註（18）資料。

はじめに

１９９０年代半ばから、地方分権の大きなうね

りが沸き起こった。１９９３年に衆参両院で地方

分権推進が決議されたことは象徴的な出来事

である。それから既に２５年近くが経過した。

この間、２０００年にはいわゆる地方分権一括法

が施行され、国と地方の関係が根本的に変わっ

たとも言われたし、我が国の地方自治は新し

い時代に入ったかのような空気が流れた。し

かし、一方で、制度面では地方分権が進んだ

ものの、自治体の意識や具体的な意思決定な

どにおいては、旧態依然ではないかという思

いも払拭できない。

そこで、この四半世紀におよぶ地方分権の

動きと、今後の展望を検討しておく。

１ 地方分権の風

戦後の我が国における大きな社会的、政治

的課題の１つが地方自治の確立であった。そ

の典型が地方自治法の制定である。同法施行

から７０年の歳月が流れた。この間、分権を進

める動きと集権化に向かう動きが繰り返され

てきたが、１９９０年代半ばからの分権化の流れ

は、地方自治の歴史で特筆すべき出来事であっ

た。なぜなら、政財界も学界もこぞって地方

分権の推進を唱え、日本中に地方分権の風が

吹いたからである。

（１）地方分権が進められた背景

９０年代に地方分権が推進された背景として、

一般的に通用している見解は、当時の「地方

分権推進委員会」が示した次の５点であろう１。

すなわち、�中央集権型行政システムの制度
疲労、�変動する国際社会への対応、�東京
一極集中の是正、�個性豊かな地域社会の形
成、そして�高齢社会・少子化社会への対応
である。これらの意味については、今さら解

説する必要はないだろう。そして、筆者もこ

地方分権一括法の施行に見られるように、１９９０年代以降、地方分権が推進されてきた。都市自治体

にも、地域の実情に合った政策を形成し、実施することがますます期待されている。地方自治法施行

から７０年という節目に当たり、これまでの地方分権のあゆみとこれからの地方自治について、自治体

の政策形成能力という観点から論じる。

１ 地方分権推進委員会『中間報告－分権型社会の創造－』１９９６年参照。
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く、また、略式代執行費用には、代執行費用
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31　我妻榮・有泉亨・清水誠・田山輝明『我妻・有泉コンメンタール民法－総則・物権・債権－』（日本評論社、2018 年）104 頁。
32　ガイドライン第 3 章 6. （6）。
33　阿部泰隆『行政法解釈学Ⅰ』（有斐閣、2008 年）573 頁。
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特定空家等に対する行政代執行と費用回収

行われた調査ではないため、代執行費用に含
まれると解すべきだろう。宗像市が 2017 年
2 月に略式代執行を行ったケースでは、近隣
家屋調査に係る費用を含む略式代執行費用約
184 万円を債権として、市が相続財産管理人
の選任を申し立て、現在手続が進められてい
る 37。
②動産の管理費用
　もうひとつの問題は、代執行等の対象とな
る特定空家等の中に存置されている動産の搬
出・保管や処分に係る費用を代執行費用に含
めうるかという点である 38。代執行等の実施
に伴って、動産を処分又は搬出・保管するこ
とは、義務者自らが措置を講じたときにも義
務履行の一環で行うと考えられることから、
代執行費用として請求することができる 39。
行政庁が動産を保管する場合、それらの保管
義務を行政が負うのはどの時点までだろう
か。伝統的学説によれば、代執行の終了をもっ
て、行政の保管義務は終了するとされてきた
が 40、通説・実務上は、代執行等の実施期間中、
終了後を問わず、所有者への引渡し時、又は
通知した引渡し期限までと解されている 41。
ただし、後者の見解に立つとしても、代執行

費用として強制徴収しうる保管費用の範囲に
つき、代執行終了宣言までのものに限定する
論者 42 と、行政の保管義務が消滅するまで
のものが含まれるとする論者 43 がいる。
　ガイドラインは、パブリックコメント時に
動産の管理に関する意見が寄せられたことを
受け、「代執行の対象となる特定空家等の中
の動産の取扱い」の項目を追加している 44。
具体的には、「特定空家等の中に相当の価値
のある動産が存する場合、まず、所有者に運
び出すよう連絡し、応じない場合は保管し、
所有者に期間を定めて引き取りに来るよう連
絡することが考えられる。」と規定する（第
3 章 6. （5）、7. （3））。行政が動産の保管義務
を負うべき期間、及びその費用が代執行費用
に含まれるかといった点に関する明確な言及
はなされていないものの、所有者への連絡又
は公示を経ても、所有者が引き取らない場合
は、敷地内に戻してシートで包むといった措
置を講じることで足りるだろう 45。そして、
代執行費用としては、代執行終了宣言後の保
管、敷地への搬入及びシートの購入に要した
費用も、義務者に請求できると思われる 46。

 
37　都市計画法違反の建物を除却した岡山市の代執行のケースでも、近隣家屋調査に係る費用約 440 万円が代執行費用とし

て請求されている（岡山市行政代執行研究会編著『行政代執行の実務』（ぎょうせい、2002 年）131 頁）。
38　空家法 14 条 1 項に基づく助言又は指導の段階から、特定空家等に係る措置と併せて、動産の搬出と適正処理をその内容

とすれば、当然に動産の管理費用も代執行費用として請求することができ、この点は問題とならない。北村喜宣「とんだ
オジャマ虫 !? －空家法代執行と残置動産への対応」自治実務セミナー 675 号（2018 年）21 頁を参照。

39　北村喜宣・米山秀隆・岡田博史編『空き家対策の実務』（有斐閣、2016 年）134-135 頁〔文山達昭執筆部分〕。
40　広岡隆『行政代執行法〔新版〕』（有斐閣、1981 年）［復刻 2000 年］184 頁。前述の岡山市の代執行事例において、市は

伝統的学説に立ち、動産の搬出費用と代執行終了宣言までの保管・処分費用を代執行費用、その翌日以降の保管・処分費
用を事務管理費用として、義務者に請求した（岡山市行政代執行研究会・前掲註（37）書 126-128 頁）。

41　宇那木・前掲註（11）論文 87-88 頁、津田・前掲註（11）論文 67 頁、北村ほか・前掲註（15）書 223 頁〔宇那木執筆部分〕、
北村・米山・岡田・前掲註（39）書 134 頁。

42　津田・前掲註（11）論文 68 頁、福井県空き家対策協議会『福井県空き家対策マニュアル〔第 2 版 修正版〕』（平成 27 年 8 月）
Ⅲ -13 頁。

43　宇那木・前掲註（11）論文 99-100 頁、北村ほか・前掲註（15）書 253 頁〔宇那木執筆部分〕。
44　「『「特定空家等に対する措置」に関する適切な実施を図るために必要な指針（ガイドライン）（案）』に関するパブリック

コメントに寄せられたご意見と国土交通省及び総務省の考え方」（平成 27 年 5 月 26 日、国土交通省・総務省）（以下、「パ
ブコメ回答」と引用）27 頁。

45　北村・前掲註（19）書 251 頁。ただし、現金や美術・骨董品等の換価価値が見込まれる動産は、代執行等を実施する前
の存置状況や保管費用を総合的に考慮して、引き続き行政が倉庫などで保管する方が適切な場合もあろう。
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（2）財産管理人制度の活用
　略式代執行のケースでは、不在者財産管理
人制度又は相続財産管理人制度（以下、総称
して「財産管理人制度」という）を活用し、
その費用を回収しようとする取組みが見受け
られる 47。2018 年 3 月 31 日時点で、空き家
等に係る財産管理人制度の活用実績は、111
件にのぼる 48。現在政府では、空き家問題や
所有者不明土地問題の深刻化を受けて、これ
まで任意とされてきた相続登記の義務化が検
討されており 49、これが実現すれば、不在者
財産管理人制度を活用すべきケースは、減少
していくものと考えられる。他方で、相続放
棄の件数は近年増加傾向にある 50 とともに、
高齢化や未婚率上昇によって相続人不存在と
なるケースは、さらに増えることが予想され
るため、相続財産管理人制度を活用する場面
が今後多くなるだろう 51。
　自治体は、代執行費用や租税などの債権以
外にも、空家法を根拠として、財産管理人の
選任を申し立てることができる 52。例えば、
川口市や松戸市、大田区、世田谷区で申立て
が行われ、財産管理人が選任されている（表

1 を参照）53。いずれも、当該財産は空家法
上の「特定空家等」に相当する案件であった。
　略式代執行前に、自治体が財産管理人の選
任を申し立てるメリットとしては、除却など
の是正措置が、財産管理人又は買取者によっ
て講じられることで、略式代執行の実施及び
その費用の支出の回避が挙げられる 54。もし、
財産管理人又は買取者が是正措置を講じず、
結果的にそれらの者を義務者とした代執行が
行われた場合でも、略式代執行では認められ
ていない、代執行費用の強制徴収を行いうる

 
46　代執行等の終了時期につき、代執行終了宣言ではなく、動産の所有者への引渡し又は敷地への搬入までと捉えるべきと

も考えられる（北村喜宣「代執行はいつ終わる？－動産保管費用の扱い」前掲註（2）書 61 頁以下・63 頁）。
47　空き家対策における財産管理人制度の活用については、川口市『所有者所在不明・相続人不存在の空家対応マニュアル

～財産管理人制度の利用の手引き～』（平成 29 年 3 月）、帖佐直美「空き家対策～相続人全員が相続放棄をした場合の対応～」
自治実務セミナー 669 号（2018 年）40 頁以下、柳井・前掲註（22）論文、北村・米山・岡田・前掲註（39）書 155 頁以下〔河
田真一執筆部分〕を参照。

48　国土交通省・総務省・前掲註（5）資料。
49　日本経済新聞 2018 年 6 月 1 日夕刊。
50　荒井俊行「リサーチ・メモ　最高裁判所『司法統計年報』等のデータから推測される所有者不明土地等の動向」（2016 年

9 月 21 日）（http://www.lij.jp/news/research_memo/20161003_6.pdf）（2018 年 7 月 30 日最終アクセス）を参照。ヒアリ
ング調査では、自治体が所有者等の相続人を探し出したものの、空家法に基づく助言・指導等の手続を経る過程で、すべ
ての相続人が相続放棄をし、略式代執行に依らざるをえなくなるケースが散見された。

51　日本経済新聞 2017 年 4 月 16 日朝刊によれば、国庫に帰属した相続財産額は、2015 年度に 420 億円まで達し、10 年間で 2.5
倍に拡大した。

52　なお、2018 年 6 月 13 日に成立した「所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法」は、「所有者不明土地」（相
当な努力が払われたと認められるものとして政令で定める方法により探索を行ってもなおその所有者の全部又は一部を確
知することができない土地、2 条 1 項）について、「その適切な管理のため特に必要があると認めるとき」、国の行政機関の
長又は地方公共団体の長が、相続財産管理人の選任を申し立てることができるとした（38 条）。

53　川口市・前掲註（47）資料 93-94 頁、国土交通省・前掲註（18）資料。
54　実際に、不在者財産管理人が選任された大田区及び世田谷区では、管理人によって特定空家等の除却が行われた。

自治体名 制度 申立理由

川口市
相続財産

管理人

空家法14条に基づく法的措

置の名宛人が必要

松戸市
空家法に基づく措置が進め

られない

大田区
不在者

財産

管理人

公益の保護を目的とした公

法上の権利義務がある

世田谷区

空家法 4 条の市町村の責務

があり、略式代執行に係る

公告を実施

表 1 空家法を根拠とした財産管理人の選任の
　 申立て事例 

出典：川口市・前掲 (47) 資料 124-128 頁、国土交通省・前
掲註 (18) 資料を基に筆者作成。
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１９９０年代半ばから、地方分権の大きなうね

りが沸き起こった。１９９３年に衆参両院で地方

分権推進が決議されたことは象徴的な出来事

である。それから既に２５年近くが経過した。

この間、２０００年にはいわゆる地方分権一括法

が施行され、国と地方の関係が根本的に変わっ

たとも言われたし、我が国の地方自治は新し

い時代に入ったかのような空気が流れた。し

かし、一方で、制度面では地方分権が進んだ

ものの、自治体の意識や具体的な意思決定な

どにおいては、旧態依然ではないかという思

いも払拭できない。

そこで、この四半世紀におよぶ地方分権の

動きと、今後の展望を検討しておく。

１ 地方分権の風

戦後の我が国における大きな社会的、政治

的課題の１つが地方自治の確立であった。そ

の典型が地方自治法の制定である。同法施行

から７０年の歳月が流れた。この間、分権を進

める動きと集権化に向かう動きが繰り返され

てきたが、１９９０年代半ばからの分権化の流れ

は、地方自治の歴史で特筆すべき出来事であっ

た。なぜなら、政財界も学界もこぞって地方

分権の推進を唱え、日本中に地方分権の風が

吹いたからである。

（１）地方分権が進められた背景

９０年代に地方分権が推進された背景として、

一般的に通用している見解は、当時の「地方

分権推進委員会」が示した次の５点であろう１。

すなわち、�中央集権型行政システムの制度
疲労、�変動する国際社会への対応、�東京
一極集中の是正、�個性豊かな地域社会の形
成、そして�高齢社会・少子化社会への対応
である。これらの意味については、今さら解

説する必要はないだろう。そして、筆者もこ

地方分権一括法の施行に見られるように、１９９０年代以降、地方分権が推進されてきた。都市自治体

にも、地域の実情に合った政策を形成し、実施することがますます期待されている。地方自治法施行

から７０年という節目に当たり、これまでの地方分権のあゆみとこれからの地方自治について、自治体

の政策形成能力という観点から論じる。

１ 地方分権推進委員会『中間報告－分権型社会の創造－』１９９６年参照。

◆ 巻 頭 論 文 ◆

地方分権のあゆみと
これからの地方自治

同志社大学政策学部教授 真山達志

1都市とガバナンス

Copyright 2018 The Authors, Copyright 2018 Japan Municipal Rcsearch Center. All Rights Reserved.



173都市とガバナンス 30

特定空家等に対する行政代執行と費用回収

という違いが生じる。
　ただし、財産管理人の選任申立てから財産
管理人による管理が行われるまで、2 か月～
3 か月ほどかかり、また、財産管理人が除却
や売却を行うためには、家庭裁判所の許可が
必要であることから（民法 28 条、953 条）、
迅速な解決が図られるとは限らない。そのた
め、特定空家等の状態によっては、財産管理
人の選任申立てよりも略式代執行の方が望ま
しい場合もあるだろう 55。さらに、選任申立
てに際して、財産管理人の報酬及び管理費用
に充てるため、裁判所から予納金の納付を求
められることが多い。ヒアリング調査では、
予納金の予算化が難しく、かつ還付の可能性
が低いことが、自治体による申立てを躊躇さ
せる要因として挙げられた。略式代執行後に
財産管理人の選任申立てを行ったある自治体
は、略式代執行費用や予納金の回収が見込め
ないとしても、特定空家等を除却した後の土
地管理者を明確にすることを目的として、財
産管理人の選任を申し立てていた。
　ガイドラインに関するパブリックコメント
では、自治体による積極的な財産管理人制度
の活用に関する意見が出されたが、国土交通
省及び総務省は、財産管理人の選任を申し立
てるべきかは、「個別の事案に即して各市町
村長において御判断いただく必要があると考
えます。」と回答しており、同制度の活用が
必ずしも最善であるとは限らないと考えてい
るようである 56。確かに、略式代執行と財産
管理人の選任申立ての先後関係、及び財産管
理人の選任申立ての必要性は、特定空家等の
状態や立地条件、租税の滞納状況、抵当権の

有無などによって異なる以上、一義的に定め
ることは難しく、個別事案に即した判断が求
められる。
　しかしながら、自治体が財産管理人の選任
申立てを躊躇する要因となっている予納金に
ついては、国や都道府県による財政的支援を
望む声が、ヒアリング調査のなかでは聞かれ
た 57。また、建物と土地の所有者が同一であ
る場合の略式代執行につき、当該土地の管理
者を定める規定、あるいは財産管理人制度よ
りも簡易迅速な手続について、自治体のニー
ズも高く、この点に関する法整備が期待され
る。略式代執行後の跡地については、財産管
理人の選任手続を経ずに、国又は略式代執行
を行った自治体に帰属させることを可能とす
る規定を空家法に追加することが、2016 年
の地方分権に関する提案募集で兵庫県などか
ら提案されていた。しかし、個人の財産権の
侵害などを理由に、法改正は実現していない。

（3）土地所有者による代執行費用の負担
　建物と土地の所有者が異なるケースで、建
物の除却等が代執行等でなされたとき、その
費用を土地所有者に負担させうるだろうか。
建物の管理不全状態を原因として、「特定空
家等」と判定されたのであれば、土地所有者
は是正措置を講じる権原を有しないため、空
家法 14 条 3 項に基づく命令の名宛人にはな
らない 58。この意味において、土地所有者は
行政代執行法 5 条にいう「義務者」に当たら
ず、代執行費用を負担すべき者と解すること
はできない。
　特定空家等と判定されるほど危険な空き家

 
55　帖佐・前掲註（47）論文 44-45 頁。
56　パブコメ回答 7,23 頁。
57　予納金の支出を回避するという点では、検察官申立ての積極的な活用も考えられる（柳井・前掲註（22）論文、帖佐・

前掲註（47）論文 43-44 頁）。
58　北村・米山・岡田・前掲註（39）書 128 頁。
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が除却されたことで、その土地の価値が上が
ると捉えれば、土地所有者に受益者負担を求
めるということも考えられよう 59。自治体は、

「数人又は普通地方公共団体の一部に対し利
益のある事件に関し、その必要な費用に充て
るため、当該事件により特に利益を受ける者
から、その受益の限度において、分担金を徴
収することができる」（地方自治法 224 条）。
特定空家等の代執行等が、「数人又は普通地
方公共団体の一部」を利するといえるかが問
題になる 60。特定空家等の除却によって、土
地所有者、あるいは近隣住民を含む特定の
人々を利すると捉えれば、分担金を徴収でき
る。しかし、実際には隣接する道路の通行人
などの不特定多数への危険も考慮して、代執
行等が行われている以上、分担金と整理する
ことは、困難であるように思われる 61。もし、
代執行等について、土地所有者に分担金を課
すことができるとしても、その金額の上限は、
代執行等による地価の上昇分か代執行費用の
いずれか低い額とするべきである。
　行政代執行法上の「代執行に要した費用」
又は地方自治法上の「分担金」として、土地
所有者に納付命令をすることができない以
上、自治体は任意で土地所有者に費用負担等
を求めていくこととなる。例えば、2016 年 3
月に略式代執行を行った明石市では、土地所

有者が当該土地を売却し、その売却益の一部
が市に寄附された 62。また、同年 10 月に略
式代執行を行った上市町は、土地所有者から
土地の寄附を受け、除雪機械等置き場として
活用している 63。

5　空家法等の改正に向けて
　本稿では、空家法に基づく特定空家等への
代執行等につき、費用回収の現状を概観する
とともに、代執行費用の範囲、財産管理人制
度、及び土地所有者による費用負担を検討し
てきた。従来から指摘されてきたような、代
執行費用の回収の困難さに加えて、動産の取
扱いや代執行後の土地の管理といった、空き
家問題に顕著な課題が残されている。空家法
附則 2 条によれば、施行から 5 年後となる
2020 年には見直しが行われることとなって
いる。その際には、略式代執行に要した費用
の徴収手続に係る規定の追加をはじめとした
法改正が望まれるところである 64。併せて、
行政代執行法や民法などの関係法令の改正も
検討すべきだろう 65。

〔謝辞〕代執行等の実施自治体へのヒアリング調査

に当たっては、高崎経済大学地域科学研究所研究プ

ロジェクト「空家特別措置法施行後の空家対策に関

する総合的研究」の助成を受けた。

 
59　『空家対策の法的対応の検討（市町村条例のバージョンアップ等）　研究成果報告書』（2018 年）53 頁〔北村喜宣発言部分〕。
60　松本英昭『新版　逐条地方自治法〔第 9 次改訂版〕』（学陽書房、2017 年）823 頁を参照。
61　前掲註（59）書は、即時執行に要した費用を分担金で徴収しうる理由として、周辺住民が受ける利益は、危険性を除去

するという意味で「プラス」のものではない一方、空き家の所有者等が受ける利益は、自らの負担で行うべき措置を行政
が実施するという点で「プラス」のものと整理する（9 頁）。この理解に立った場合でも、土地所有者が、建物所有者と同
様に、「プラス」の利益を受けていると解することは難しいと思われる。

62　西尾浩「［兵庫・明石市］空家特措法に基づく行政代執行（略式代執行）による空き家の除却」北村喜宣編『空家法施行
と自治体空き家対策～空家法実施上の論点・条例対応と実践実務～』（地域科学研究会、2017 年）155 頁以下・169 頁。
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はじめに

１９９０年代半ばから、地方分権の大きなうね

りが沸き起こった。１９９３年に衆参両院で地方

分権推進が決議されたことは象徴的な出来事

である。それから既に２５年近くが経過した。

この間、２０００年にはいわゆる地方分権一括法

が施行され、国と地方の関係が根本的に変わっ

たとも言われたし、我が国の地方自治は新し

い時代に入ったかのような空気が流れた。し

かし、一方で、制度面では地方分権が進んだ

ものの、自治体の意識や具体的な意思決定な

どにおいては、旧態依然ではないかという思

いも払拭できない。

そこで、この四半世紀におよぶ地方分権の

動きと、今後の展望を検討しておく。

１ 地方分権の風

戦後の我が国における大きな社会的、政治

的課題の１つが地方自治の確立であった。そ

の典型が地方自治法の制定である。同法施行

から７０年の歳月が流れた。この間、分権を進

める動きと集権化に向かう動きが繰り返され

てきたが、１９９０年代半ばからの分権化の流れ

は、地方自治の歴史で特筆すべき出来事であっ

た。なぜなら、政財界も学界もこぞって地方

分権の推進を唱え、日本中に地方分権の風が

吹いたからである。

（１）地方分権が進められた背景

９０年代に地方分権が推進された背景として、

一般的に通用している見解は、当時の「地方

分権推進委員会」が示した次の５点であろう１。

すなわち、�中央集権型行政システムの制度
疲労、�変動する国際社会への対応、�東京
一極集中の是正、�個性豊かな地域社会の形
成、そして�高齢社会・少子化社会への対応
である。これらの意味については、今さら解

説する必要はないだろう。そして、筆者もこ

地方分権一括法の施行に見られるように、１９９０年代以降、地方分権が推進されてきた。都市自治体

にも、地域の実情に合った政策を形成し、実施することがますます期待されている。地方自治法施行

から７０年という節目に当たり、これまでの地方分権のあゆみとこれからの地方自治について、自治体

の政策形成能力という観点から論じる。

１ 地方分権推進委員会『中間報告－分権型社会の創造－』１９９６年参照。
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